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障害者自立支援法について   



＜措置制度＞  

●行政がサービス内容を決定  

●行政が事業者を特定  

■事業者が行政からの受託者   

としてサービス提供  

＜支援章制度＞  

●障害者の自己決定を尊重  

（サービス利用意向）  

●事業者と利用者が対等  

●契約によるサービス利用  

行政  
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自立と共生の地域社会づく り  
～障害のある人が普通に暮らせる地域社会づくり～  

・障害者が自立して普通に暮らせるまちづくり  

・地域に住む人が、障害の有無、老若男女を問わず、自   
然に交わり、支え合うまちづくり  

ク  
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利用者本位のサービス体  へ再編  

○ 障害者の状態やニーズに応じた適切な支援が効率的に行われるよう、障害種別ごとに分立した  
33種類の既存施設・事業体系を、6つの日中活動に再編。  

・F地域生活支援」、「就労支援」といった新たな課題に対応するため、新しい事業を制度化。  

・24時間を通じた施設での生活から、地域と交わる暮らしへ（日中活動の場と生活の場の分離。）。  

・入所期間の長期化など、本来の施設機能と利用者の実態の帝離を解消。このため、1人1人の利用者に対し、身   

近なところで効果的・効率的にサービスを提供できる仕組みを構築。  

又は  
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【自立訓練（機能訓練）】  

※ 日ごとのサービス利用  
に応じた報酬の支払い  

【就労移行支援】  

※ 日ごとのサービス利用  
に応じた報酬の支払い   
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新しい訪問系サービス  

○ 新たに精神障害を個別に支給決定する仕組みに改めるとともに、「障害程度区分」の導入に合わせ、障害の状  
態やニーズに応じた支援が適切に行われるよう、訪問系サービスを再編する。   

○ 人員・運営基準や報酬基準については、短時間の集中的な利用と長時間の滞在による利用といったサービス  
利用の実態に適した内容とするとともに、著しく重度の障害者について配慮する。   

○ 国庫負担基準については、サービスの地域格差が大きい中で、限られた国費を公平に配分する観点から、市  
町村の給付実績等を踏まえつつ、サービスの種類ごとに、障害程度区分に応じて設定する。  

＝＝＝…＝…＝＝＝＝＝…＝＝…＝＝＝＝－●● 

【自立支接給付】  
●●   

人員基準  

○サービス利用  

実態に適した内  
容  

○著しく重度の障  

害者への配慮  

居宅介護  

重度訪問介護  

国庫負担基準  

○限られた国章の   

公平な配分  

○障害程度区分   

ごとに設定   

重度障害者等包括支援  

地域生活支摸事業  

移動支援事業  

生活サポート事業  
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障害者自立支援法の障害程度区分について  

必要度 低い  

「  

必要度 高い   




